
資料１

臨時的任用職員

職の区分 特別職（地公法適用なし） 一般職（地公法適用あり） 一般職（地公法適用あり）

根拠法令 地公法3条3項3号 地公法17条 地公法22条2・5項

採用の要
件・対象

（臨時又は非常勤の顧
問、参与、調査員、嘱託
員及びこれらの者に準ず
る者の職
【地公法3条3項3号】）

（職員の職に欠員を生じた
場合の任命の方法の一つと
して、採用を規定
【地公法17条】）

①緊急の場合
②臨時の職の場合
③任用候補者名簿がない場合
【地公法22条2･5項】

採用の方
法

規定なし
〔面接等による〕

（競争試験又は選考【地公
法17条】)〔面接等による〕

規定なし〔筆記試験、面接等による〕

・6月以内、6月以内で更新可

短時間勤務の職員に関する制度

非常勤職員

常

一般職（地公法適用あり）

任期付短時間勤務職員

3年以内（特に必要がある場合は５年以内）

競争試験又は選考【地公法17条】

①一定の期間内に終了することが見込まれる業務
②一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務
③住民に直接提供するサービスの提供体制の充実
④部分休業を取得する職員の業務の代替
【任期付法5条】

任期付法5条

任期 ・再度の更新は不可
【地公法22条2･5項】

給与

勤務時
間・休暇

分限処分 規定なし
適用あり

【地公法27条、28条】
適用なし【地公法29条の2】

（分限について、条例で規定可）

懲戒処分
規定なし

〔要綱等で規定〕
服務(守秘
義務等）

規定なし
〔要綱等で規定〕

社会保険
等

定数

（注１）地公法　：地方公務員法
　　  　任期付法：地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律
　　  　自治法　：地方自治法
（注２）〔 〕内は実態上多くみられる運用

・勤務時間等により厚生年金、健康保険、雇用保険を適用
・公務災害又は労災を適用

定数条例外【自治法172条3項】

規定なし〔通常1年以内〕

条例等で規定

適用あり【地公法30～38条】

報酬及び費用弁償【自治法203条】

適用あり【地公法27条、29条】

定数条例外【自治法172条3項】

・勤務時間等により厚生年金、健康保険、雇用保険を
適用
・公務災害を適用

適用あり【地公法30～38条】

適用あり【地公法27条、29条】

適用あり【地公法27条、28条】

条例等で規定
（休暇は任期の定めのない常勤職員と原則同じ）

給料及び手当【自治法204条】
（手当は任期の定めのない常勤職員と原則同じ）

3年以内（特に必要がある場合は５年以内）
【任期付法6条2項】



  

資料１－参考 

 

臨時・非常勤職員関係条文 
 

 

【任用関係】 

 

○ 地方公務員法（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

  

（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員）  

第三条  地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政

法人法 （平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立

行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一

般職と特別職とに分ける。  

２  一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。  

３  特別職は、次に掲げる職とする。  

 （一及び二 略） 

三  臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる

者の職 

  （四～六 略） 

 

（この法律の適用を受ける地方公務員）  

第四条  この法律の規定は、一般職に属するすべての地方公務員（以下「職員」

という。）に適用する。  

２  この法律の規定は、法律に特別の定がある場合を除く外、特別職に属する地

方公務員には適用しない。  

  

  （任命の方法）  

第十七条  職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、

降任又は転任のいずれか一の方法により、職員を任命することができる。  

２  人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。以下この条から第十九条

まで、第二十一条及び第二十二条において同じ。）を置く地方公共団体において

は、人事委員会は、前項の任命の方法のうちのいずれによるべきかについての

一般的基準を定めることができる。  

３  人事委員会を置く地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試

験によるものとする。但し、人事委員会の定める職について人事委員会の承認

があつた場合は、選考によることを妨げない。  

４  人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、

競争試験又は選考によるものとする。  

５  人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者とす

る。以下第十八条、第十九条及び第二十二条第一項において同じ。）は、正式

任用になつてある職についていた職員が、職制若しくは定数の改廃又は予算の
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減少に基く廃職又は過員によりその職を離れた後において、再びその職に復す

る場合における資格要件、任用手続及び任用の際における身分に関し必要な

事項を定めることができる。  

 

    （条件附採用及び臨時的任用）  

第二十二条 （第一項 略）   

２  人事委員会を置く地方公共団体においては、任命権者は、人事委員会規則で

定めるところにより、緊急の場合、臨時の職に関する場合又は任用候補者名簿

がない場合においては、人事委員会の承認を得て、六月をこえない期間で臨時

的任用を行うことができる。この場合において、その任用は、人事委員会の承認

を得て、六月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはで

きない。  

３  前項の場合において、人事委員会は、臨時的任用につき、任用される者の資

格要件を定めることができる。  

４  人事委員会は、前二項の規定に違反する臨時的任用を取り消すことができ

る。  

５  人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者は、緊急の場合

又は臨時の職に関する場合においては、六月をこえない期間で臨時的任用を行

うことができる。この場合において、任命権者は、その任用を六月をこえない期

間で更新することができるが、再度更新することはできない。  

６  臨時的任用は、正式任用に際して、いかなる優先権をも与えるものではない。  

７  前五項に定めるものの外、臨時的に任用された者に対しては、この法律を適

用する。 

 

 

【勤務条件関係】 

 

○ 地方公務員法（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

 

 （給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）  

第二十四条  職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。  

２  前項の規定の趣旨は、できるだけすみやかに達成されなければならない。  

３  職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事

業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。  

４  職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けて

はならない。  

５  職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国

及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払

われなければならない。  

６  職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。  

 

 

 



○ 地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号） 

 

第二百三条の二  普通地方公共団体は、その委員会の委員、非常勤の監査委員

その他の委員、自治紛争処理委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その

他の構成員、専門委員、投票管理者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票

立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職員（短時間勤務

職員を除く。）に対し、報酬を支給しなければならない。  

②  前項の職員に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、

条例で特別の定めをした場合は、この限りでない。  

③  第一項の職員は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。  

④  報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければ

ならない。  

 

第二百四条  普通地方公共団体は、普通地方公共団体の長及びその補助機関

たる常勤の職員、委員会の常勤の委員、常勤の監査委員、議会の事務局長又

は書記長、書記その他の常勤の職員、委員会の事務局長若しくは書記長、委員

の事務局長又は委員会若しくは委員の事務を補助する書記その他の常勤の職

員その他普通地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員に対し、給料

及び旅費を支給しなければならない。  

②  普通地方公共団体は、条例で、前項の職員に対し、扶養手当、地域手当、住

居手当、初任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務

手当（これに準ずる手当を含む。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）、時

間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤

務手当、管理職手当、期末手当、勤勉手当、期末特別手当、寒冷地手当、特定

任期付職員業績手当、任期付研究員業績手当、義務教育等教員特別手当、定

時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普及指導手当、災害派遣手当

（武力攻撃災害等派遣手当を含む。）又は退職手当を支給することができる。  

③ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければ

ならない。  

 

第二百四条の二  普通地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又は

これに基く条例に基かずには、これを第二百三条第一項の職員及び前条第一

項の職員に支給することができない。  

 

第二百五条  第二百四条第一項の職員は、退職年金又は退職一時金を受けるこ

とができる。  

 

 

【分限・懲戒処分関係】 

 

○ 地方公務員法（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

 

 



（分限及び懲戒の基準）  

第二十七条  すべて職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。  

２  職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任

され、若しくは免職されず、この法律又は条例で定める事由による場合でなけれ

ば、その意に反して、休職されず、又、条例で定める事由による場合でなければ、

その意に反して降給されることがない。  

３  職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けること

がない。  

 

（降任、免職、休職等）  

第二十八条  職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反し

て、これを降任し、又は免職することができる。  

一  勤務実績が良くない場合  

二  心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合  

三  前二号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合  

四  職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場

合  

２  職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休

職することができる。  

一  心身の故障のため、長期の休養を要する場合  

二  刑事事件に関し起訴された場合  

３  職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続及び効果は、法律に特

別の定がある場合を除く外、条例で定めなければならない。  

４  職員は、第十六条各号（第三号を除く。）の一に該当するに至つたときは、条

例に特別の定がある場合を除く外、その職を失う。  

 

（懲戒）  

第二十九条  職員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲

戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分をすることができる。  

一  この法律若しくは第五十七条に規定する特例を定めた法律又はこれ

に基く条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める

規程に違反した場合  

二  職務上の義務に違反し、又は職務を怠つた場合  

三  全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあつた場合  

２  職員が、任命権者の要請に応じ当該地方公共団体の特別職に属する地方

公務員、他の地方公共団体若しくは特定地方独立行政法人の地方公務員、

国家公務員又は地方公社（地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発

公社をいう。）その他その業務が地方公共団体若しくは国の事務若しくは事

業と密接な関連を有する法人のうち条例で定めるものに使用される者（以

下この項において「特別職地方公務員等」という。）となるため退職し、引

き続き特別職地方公務員等として在職した後、引き続いて当該退職を前提

として職員として採用された場合（一の特別職地方公務員等として在職し

た後、引き続き一以上の特別職地方公務員等として在職し、引き続いて当



該退職を前提として職員として採用された場合を含む。）において、当該退

職までの引き続く職員としての在職期間（当該退職前に同様の退職（以下

この項において「先の退職」という。）、特別職地方公務員等としての在職

及び職員としての採用がある場合には、当該先の退職までの引き続く職員

としての在職期間を含む。次項において「要請に応じた退職前の在職期間」

という。）中に前項各号のいずれかに該当したときは、これに対し同項に規

定する懲戒処分を行うことができる。  

３  職員が、第二十八条の四第一項又は第二十八条の五第一項の規定により

採用された場合において、定年退職者等となつた日までの引き続く職員と

しての在職期間（要請に応じた退職前の在職期間を含む。）又はこれらの規

定によりかつて採用されて職員として在職していた期間中に第一項各号の

一に該当したときは、これに対し同項に規定する懲戒処分を行うことがで

きる。  

４  職員の懲戒の手続及び効果は、法律に特別の定がある場合を除く外、条

例で定めなければならない。  

 

（適用除外）  

第二十九条の二 左に掲げる職員及びこれに対する処分については、第二十

七条第二項、第二十八条第一項から第三項まで、第四十九条第一項及び第

二項並びに行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）の規定を適用

しない。  

一  条件附採用期間中の職員  

二  臨時的に任用された職員  

２  前項各号に掲げる職員の分限については、条例で必要な事項を定めるこ

とができる。  

 

 

【服務関係】 

 

（服務の根本基準）  

第三十条  すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、

且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならな

い。  

 

（服務の宣誓）  

第三十一条  職員は、条例の定めるところにより、服務の宣誓をしなければ

ならない。  

 

（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務）  

第三十二条  職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、条例、地方公共

団体の規則及び地方公共団体の機関の定める規程に従い、且つ、上司の職

務上の命令に忠実に従わなければならない。  
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（信用失墜行為の禁止）  

第三十三条  職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉と

なるような行為をしてはならない。  

 

（秘密を守る義務）  

第三十四条  職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を 

退いた後も、また、同様とする。  

２  法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表す

る場合においては、任命権者（退職者については、その退職した職又はこ

れに相当する職に係る任命権者）の許可を受けなければならない。  

３  前項の許可は、法律に特別の定がある場合を除く外、拒むことができな

い。  

 

（職務に専念する義務）  

第三十五条  職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤

務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地

方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。  

 

（政治的行為の制限）  

第三十六条  職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこ

れらの団体の役員となつてはならず、又はこれらの団体の構成員となるよ

うに、若しくはならないように勧誘運動をしてはならない。  

２  職員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公

共団体の執行機関を支持し、又はこれに反対する目的をもつて、あるいは

公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支持し、又はこれに反対す

る目的をもつて、次に掲げる政治的行為をしてはならない。ただし、当該

職員の属する地方公共団体の区域（当該職員が都道府県の支庁若しくは地

方事務所又は地方自治法第二百五十二条の十九第一項 の指定都市の区に

勤務する者であるときは、当該支庁若しくは地方事務所又は区の所管区域）

外において、第一号から第三号まで及び第五号に掲げる政治的行為をする

ことができる。  

一  公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないように勧誘

運動をすること。  

二  署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。  

三  寄附金その他の金品の募集に関与すること。  

四  文書又は図画を地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎（特定

地方独立行政法人にあつては、事務所。以下この号において同じ。）、施

設等に掲示し、又は掲示させ、その他地方公共団体又は特定地方独立行

政法人の庁舎、施設、資材又は資金を利用し、又は利用させること。  

五  前各号に定めるものを除く外、条例で定める政治的行為  

３  何人も前二項に規定する政治的行為を行うよう職員に求め、職員をそそ

のかし、若しくはあおつてはならず、又は職員が前二項に規定する政治的

行為をなし、若しくはなさないことに対する代償若しくは報復として、任
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用、職務、給与その他職員の地位に関してなんらかの利益若しくは不利益

を与え、与えようと企て、若しくは約束してはならない。  

４  職員は、前項に規定する違法な行為に応じなかつたことの故をもつて不

利益な取扱を受けることはない。  

５  本条の規定は、職員の政治的中立性を保障することにより、地方公共団

体の行政及び特定地方独立行政法人の業務の公正な運営を確保するととも

に職員の利益を保護することを目的とするものであるという趣旨において

解釈され、及び運用されなければならない。  

 

（争議行為等の禁止）  

第三十七条  職員は、地方公共団体の機関が代表する使用者としての住民に

対して同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、又は地方公共団体の機関の

活動能率を低下させる怠業的行為をしてはならない。又、何人も、このよ

うな違法な行為を企て、又はその遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあ

おつてはならない。  

２  職員で前項の規定に違反する行為をしたものは、その行為の開始ととも

に、地方公共団体に対し、法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地

方公共団体の機関の定める規程に基いて保有する任命上又は雇用上の権利

をもつて対抗することができなくなるものとする。  

 

（営利企業等の従事制限）  

第三十八条  職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私

企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委員会規

則（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の規則）

で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は

報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。  

２  人事委員会は、人事委員会規則により前項の場合における任命権者の許

可の基準を定めることができる。  

 

 

【定数関係】 

 

○ 地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号） 

  

  第百七十二条（①及び② 略） 

③ 第一項の職員の定数は、条例でこれを定める。ただし、臨時又は非常勤の職

については、この限りでない。  

（④ 略） 

 



任期付職員関係条文 

 

 

【任用関係】 

 

○ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成十四年五月二

十九日法律第四十八号） 

 

（定義）  

第二条  この法律において「職員」とは、地方公務員法 （昭和二十五年法律第二百

六十一号）第四条第一項 に規定する職員（法律により任期を定めて任用することと

されている職を占める職員及び非常勤職員を除く。）をいう。ただし、前条及び次項

においては、同法第四条第一項 に規定する職員をいう。  

２  この法律において「短時間勤務職員」とは、地方公務員法第二十八条の五第一

項 に規定する短時間勤務の職を占める職員をいう。  

（３ 略） 

 

 ＜参考＞ 地方公務員法（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

 
第二十八条の五  任命権者は、当該地方公共団体の定年退職者等を、従前の勤務実

績等に基づく選考により、一年を超えない範囲内で任期を定め、短時間勤務の職（当

該職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその

職務が当該短時間勤務の職と同種のものを占める職員の一週間当たりの通常の勤

務時間に比し短い時間であるものをいう。第三項及び次条第二項において同じ。）に

採用することができる。  

（２～３ 略） 

 

第四条  任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って従

事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、条例で

定めるところにより、職員を任期を定めて採用することができる。  

一  一定の期間内に終了することが見込まれる業務  

二  一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務  

２  任命権者は、法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各号に

掲げる業務のいずれかに係る職に任用する場合において、職員を当該業務以外の

業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要で

あるときは、条例で定めるところにより、職員を任期を定めて採用することができる。  

 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用）  

第五条  任命権者は、短時間勤務職員を前条第一項各号に掲げる業務のいずれか

に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、条

例で定めるところにより、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。  

２  任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提供されるサ

ービスについて、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提供体制を充実

し、又はその延長した提供時間若しくは充実した提供体制を維持する必要がある場
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合において、短時間勤務職員を当該サービスに係る業務に従事させることが公務

の能率的運営を確保するために必要であるときは、条例で定めるところにより、短

時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。  

３  任命権者は、前二項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認（第二号にあって

は、承認その他の処分）を受けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該

職員の業務に従事させることが当該業務を処理するため適当であると認める場合

には、条例で定めるところにより、短時間勤務職員を任期を定めて採用することが

できる。  

一  地方公務員法第二十六条の二第一項又は第二十六条の三第一項の規定に

よる承認  

二  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

（平成三年法律第七十六号）第六十一条第七項の規定により読み替えて準用す

る同条第三項から第五項までの規定を最低基準として定める条例の規定による

承認その他の処分  

三  地方公務員の育児休業等に関する法律 （平成三年法律第百十号）第十九条

第一項の規定による承認  

 

（任期）  

第六条  第三条第一項又は第二項の規定により採用される職員の任期は、五年を

超えない範囲内で任命権者が定める。  

２  第四条又は前条の規定により採用される職員又は短時間勤務職員の任期は、三

年（特に三年を超える任期を定める必要がある場合として条例で定める場合にあっ

ては、五年。次条第二項において同じ。）を超えない範囲内で任命権者が定める。  

３  任命権者は、前二項の規定により任期を定めて職員又は短時間勤務職員を採用

する場合には、当該職員又は短時間勤務職員にその任期を明示しなければならな

い。  

 

第七条  任命権者は、条例で定めるところにより、第三条第一項の規定により任期を

定めて採用された職員（次条において「特定任期付職員」という。）又は第三条第二

項の規定により任期を定めて採用された職員（次条において「一般任期付職員」と

いう。）の任期が五年に満たない場合にあっては、採用した日から五年を超えない

範囲内において、その任期を更新することができる。  

２  任命権者は、条例で定めるところにより、第四条又は第五条の規定により任期を

定めて採用された職員又は短時間勤務職員の任期が三年に満たない場合にあっ

ては、採用した日から三年を超えない範囲内において、その任期を更新することが

できる。  

３  人事委員会を置く地方公共団体においては、任命権者は、第一項の規定により

任期を更新する場合には、人事委員会の承認を得なければならない。  

４  前条第三項の規定は、第一項及び第二項の規定により任期を更新する場合につ

いて準用する。  

 

 

【勤務条件、分限・懲戒処分、服務、定数関係】 

 

  ※ 地方公務員法及び地方自治法の規定による。 
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